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平成２１年６月８日 

厚生労働省老健局老人保健課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各保険者介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 老健局老人保健課 
 

今回の内容 

「新型インフルエンザの発生に伴う介護予防通

所介護事業所等の休業期間中の介護予防サービ

ス費の算定等に関する Q&A」の送付について 

      

計 3 枚（本紙を除く） 

 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 394９) 

FAX : 03-3595-4010 
 



事 務 連 絡 

平成２１年６月８日 

各都道府県介護保険担当課（室）  

各市町村介護保険担当課（室）  御中 

各介護保険関係団体 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

「新型インフルエンザの発生に伴う介護予防通所介護事業所等の休業期間中の介護報酬の算定

等に関する Q&A」の送付について 

 

 今般の新型インフルエンザの発生に伴う社会福祉施設等の対応については、平成 21 年５月

22 日付け事務連絡「「新型インフルエンザに対する社会福祉施設等の対応について」の一部改

定について」（厚生労働省健康局結核感染症課、雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福

祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務課連名）等を発出しているところ

ですが、新型インフルエンザの発生に伴い、介護予防通所介護事業所等が臨時休業の要請を受

け、臨時休業を行った場合における介護報酬の算定に関して、生じうる疑義及びその回答につ

いてまとめた「新型インフルエンザの発生に伴う介護予防通所介護事業所等の休業期間中の介

護報酬の算定に関する Q&A」を発出いたしますので、よろしくご査収ください。 



新型インフルエンザの発生に伴う介護予防通所介護事業所等の休業期間中の介

護予防サービス費の算定等に関する Q&A 

 

問１ 新型インフルエンザの発生に伴い、介護予防通所介護事業所等が休業を

行った場合、月額報酬となっている介護予防通所介護費等は休業期間分を

日割りするのか。 

（答） 

 事業所指定効力停止の開始・解除に準じた取り扱いとして、日割り計算を

行う。 

 

問２ 通所・短期入所サービスの休業に伴い、訪問介護事業者等が代替サービ

スを提供することを要請されているが、計画上すでに介護予防訪問介護を

提供することとなっていた介護予防訪問介護事業所が、利用者に代替サー

ビスとして当初の計画を上回って介護予防訪問介護を提供した分につい

て、月額報酬に上乗せして請求をすることが可能か。 

（答） 

１ 介護予防サービスの基本サービス費は月単位の定額報酬として設定されて

おり、ある月におけるサービス提供回数に関わらず、基本サービス費につい

ては基本的には常に同じ単位数が算定されるため、月途中で提供回数が増え

たとしても、計画を上回って提供したサービスに対し、基本サービス費に単

位数を上乗せすることはできない。 

 

２ また、平成 18 年４月改定関係 Q&A（Vol.2）問５において、利用者の状況の

変化に応じて、月途中にサービス提供回数を適宜変更した場合であっても、

報酬区分については、定額報酬の性格上、月途中で変更する必要はないとさ

れている。 

 

問３ 介護予防通所介護事業所等が休業を行ったときの代替サービスとして、新

規に介護予防訪問介護を受けた場合は、日割りにより計算を行うことはでき

ないのか。 

（答） 

 介護予防訪問介護の基本サービス費を日割りにより算定する。 

 

問４ 代替サービスの利用により支給限度額を超える場合等、利用者負担が増大

した利用者に対して、例えば支給限度額を超えた分の利用料を割り引くなど

の措置を行うことは可能か 



（答） 

 介護給付費の割引の取扱いについては、「指定居宅サービス事業者等による

介護給付費等の割引の取扱いについて」（平成 11年老企第 39号）においてお

示ししているとおりである。 

 

【参考】 

○ 指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて（平成 11年老企

第 39号）２ 

 ② 「同じような時間帯に利用者希望が集中するため効率よく訪問できない」などの指

摘を踏まえ、例えば訪問入浴介護事業所が昼間の閑散期に割引を実施するなで、ひと

つのサービス種類に複数の割引率を弾力的に設定することが出来ることとする。具体

的な設定方法は以下のとおりとする。 

  イ サービス提供の時間帯による複数の割引率の設定（午後２時から午後４時までな

ど） 

  ロ 曜日による複数の割引率の設定（日曜日など） 

  ハ 暦日による複数の割引率の設定（１月１日など） 

 ③ 割引の実施に当たっては、以下に掲げる要件を満たす必要があること。 

  イ 当該割引が合理的であること 

  ロ 特定の者に対し不当な差別的取扱いをしたり、利用者のニーズに応じた選択を不

当に歪めたりするものではないこと 

  ハ 居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所における給付管理を過度に複雑にし

ないこと 

 


